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デュポン火薬会社における重層的

管理会計の体系化 (2)

(21) 21 

高寺貞男

v-o デュポン火薬会社における総合管理統制と現業統制のための会計

さきに本稿(1)でのべたように垂直的に統合されたデーポγ火薬会社

の集中的会計システムば， …・・長期的〔戦略的〕計画設定を援けたJDばかり

でなく，さらr第2の円的として知期的総合管理統制と日常的現業統制を援け

るという課題をも背負っていた。

もちろん， その場合に， デュポY火薬会社の集中的会計シZテムからアウ

トプットされる「フィードパック報告」のをして， I当社の3主要部門(製造部

〔高性能爆薬製造部，無煙火薬製造部，黒色火薬製造部]， 販売部， 購買部〕

をそれぞれ担当している副社長と彼の部下〔である現業監督者〕に当社のライ

ン業務の水平的流れ〔全体とその部分]を統制j・評価・調整することを可能な

らLめるp ためには，く本社会音|部に第1次記録のコピ または小括データを集中L

て，一括処理する〕集中的会計システムのサブシ旦テムとして職能別部門ごとに

編成された製造会計 γステム，販売会計三/ステムならびに購買会計、ンステム4)

1) H. Thom国 John配 n，“TheRole of Accountmg History in the S1.udy of Modern Busi 

ne帽 Enterprise."The Accounting Re四町'ew.Vol. 50. No. 3. July 1975， p. 449. 
以下，引用住を記す時には，同じ筆者の手になる別""(注 3)論文と区別するため，ページ表
記の前にホ印を付すことにする。
2) Barry E. Cushing， Accounting IJηi"ormation Sシ'stems 回 'ldBusiness Orga拙 zattω"，
1974， p. 60 
3) H. Thomas Johnson，“Management Accounting in an Early Integrated lndustrial: E 
1. du Pont de Nemou四 PowderCompany， 1903-1目~，" Business History Revierυ， Vol 

49， No. 2， Sumrner 1975， p. 190傍点高寺，
4) 1911年4且現在において，本社の「経理部門は3部[すなわち〕会計部，監査部，経理部次長
室ヒ分かれJ. さらに「会計部は買掛金賞令指掛令・原価元帳課に，監査部は監査課と信
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を通じて，総合管理統制のための製造・販売・購買会計情報と現業統制のため

の製造・販売会計情報を作成し， 前者を総合管理統制にたずさわる(トップ・

マネ νメントとして経営委員会を構成している)各部門担当の副社長へ， 後者を現

業統制にたずさわる現業監督者(工場監督者と営業所長〉へフィ ドバゲグしなけ

ればならなかった。もちろん，その場合に，乙れら 2つのレベノレの管理者による

統制u(のための決定〉を媒介とした「フィードバック統制」めを有効に廿るため

には. (投資センター，利益センター，原価センターおよび〈または〕その他の責任セ

Y ターとして編成された〉組織単位ごとに割当てられた業績評価の基準(目標投資

利益率，目標利益，標準原価および〔または〕その他の業務標準〕と実績を比較した

会計情報が不可欠であった。(なお，その場合に，総合管理統制のためには，できる

だけ上位田基準を選択し，現業統制のためには，下位の標準原価またはその他の業務標

準を設定することが望ましかったη〕

しかしながら，デュポγ火薬会社の職能別部門会計システムは，このような

要請を一様に完全に満していなかった。特に，現業統制レベノレでは，職能別部

門間の相違がいちじるしかった。事実，ある職能部門では現業の業績に関

する標準化された信頼しうる情報の流れとんーティ Y化された業務標準と指示

書の利用J"によって. Iトップ・マネシメ γ トは部門〔の現業〕監督者へ現業

〔統制〕の責任〔と権限〕の多くを委譲する ζ とができたJ"のに. I他の職能

諸領域では， [責任と〕権限が〔このように〕高度に分権化されえJ"なかった。

反対に，高度に集権イじされた部門もあったのである。

用 回収謀に，程~里部次長室は給料課，建設会計課と秘宮元帳課iこ細分されJ (R. H. Dunham， 
“Object of Accounting，" A Paper fOT The 1王E.O.D.S，μ'.terintendents' Meeting， No 
33， April 20-26， 1911， p. 2.)ていたが，これり申課が職能別部門会計γλテムにどのように組

込まれていたかについては，本文中の適当な個所で説明されるであろう。
5) Cushing， otαt.. p. 58. 
6) Johnson， o.ραt.. p. 190 
7) Johnson， opαt.， p. 170 
この事実は「大〔企業]組織kおける〔会計〕情報システムの適当な集中北が管理の集権化な
いし分権化の問題とは日U<D問題であるJ(Cushing，噌.cit.， p. 48.)ことを意味している。
8) Cushing， op. cit.， p. 28 
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そこで，以下，本稿 (2)においては(当該企業の3主要部門[製造部，

販売部， 購買部〕のそれぞれにおいて用いられた会計システムJ"につい亡，

それらが総合管理統制と現業統制のためにはたした機能的役割に焦点をしぼっ

て，製造会計システムから叫順次考察してい〈乙とにしたい。

Y-l 製造会計システムと統制

デュポY火薬会社の製造部は (3つの独立した下位部門(高性能爆薬製造部，

無煙火薬製造部，黒色火薬製造部)Jから構成きれ， きらに. これら製造部に

所属する (41以上の，地理的に分散した工場!日がそれぞれ3種の火薬(高性能

爆薬=ダイナマイト，無煙火薬，黒色火薬〕のいずれか1つのみを製造し， また，

酸やニトロクリセリ γのような多〈の中間製品を製造していた。

このように(デェポン火薬会社の事業のなかではもっとも大きしかつも

っとも複雑な」即製造活動を統制J・評価するために編成された製造会計、/ステ

ムからは，主として本社会計部原価課によって毎月 4日に(工場の生産管理記録

である毎日労働時間表と原料消賓日誌にもとづき，さらに本社の賃金・購買記録叫やそ

の他の会計記録を利用して〕作成され〔かつ，本社監査課によって定期的に検査され)

た2そろいの月次報告ー一一「トヅプ・マネジメント宛だけではな<，さらに各

工場監督者宛の別々の月報J14l.ーーがアウトプ 'Y トされた。そして，これら (2

そろいの〔月次]報告は(各製造部担当の副社長が出席している〉経蛍委員会

9) Johnson， op. cit.. pp. 190-191 
10) (成熟した工業[会社]における生産職揺はマーケティソグ職能に従属した地位へ移行した」
(Thomas R. Prince， lnformation SystenτsforManag明n師 tPlanning and Control， 1966， 
p. 13勾という見解カ>;I91O年頃のデュポン火薬会社について成立するならば，販売会計システム

を先に取上げねばならなし、が，ととでは，よその当時のデュポソ火事会社はそこまで成熟していな

かったとみて，製造会計システムから考察をはじめている。
11) Joho回 n，op. cit.， p. 191. 
12) Johnson， o.かαt..p. 191 
13) 当社の購入原料・支払賃金勘定を含む唯一り完全な原価会計記揖は，本社会計部によって保
持されていた。(これにたいし〕工場は各工程ごとの(原料と普働〉投入量と産出量を確定する
のに必要な会計記録のみを保持していたQJCJohnson， opα:t.， p. 191n.) 
14) Johnsロn，otαt.. 本 p.446.
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へ配布されたが， [そのうちの) 1そろいの方だけが工場監督者へ送達され

7こ。y5)

その場合 I工場監督者へ回送された 月次作業〔原価〕報告 (mo叫 hly

uperaLing (cu叫 reports)は工場監督者の主たる責任領域である生産工程の作業

効率にかかわる情報のみを合んでいた。[そして〕当報告は各工場によってあ

らゆる生産工程で消費された原料の数量と〈管理問按費以外の〉他のすべての

投入〔要素〕の原価のどちらも記載していた。J16)たとえば，パークスデーノレが

担当Lていた高性能爆薬製造部の作業原価報告では，各工場の「原料消費は予

定された標準 (predeterminedstandards)や他の工場での[実際】消費と比較さ

れた。各工場における原料以外の投入 C要素〕の原価は労務費，動力費，燃料

費と消耗品費に分解された。また，ダイナマイトの最終製品換算単位当り原価

(costs per equivalent finished unit) も知らされていた。かかる情報 は各

〔工場〕監督者が自分の工場の業績を期間比較と同じ〔製造〕部の他の工場の

業績との比較を通じて評価することを可能にしたJ17)ので， 工場監督者は，工

場別に明示された工場業績差異 (differenc曲目 plan t performance)について説明

するため，各製造部担当の副社長と定期的に会合した。そして，これらの会議

15) ]ohnson， op αt.， p. 191. 
16) Johnson， ot. cit.， p. 191 

固定「資産の取得に蕗響力をもっていない生産部門の[工場監督者や]職長にとっては，自分

の 〔工場町建物や〕機棋の時価償却曹は統制j不能であるJ(C国 Ihing，噌_cit.， p. 33.)ため，

工場監督者は「これらの原価にたし、する責任をとりえないし，また，それらを統制する機会も持

ちえないであろう。J(Rub町 tBeyer and Dunald J. Trawicki， ProJ伝abilityAccoμ.nting fm 

Plann叫 J!:and Cont問 1，2 nd ed.， 1972， p. 124.) 
このような会計思考にしたがって，テュボン火薬会社の工場作業原価報告では，減価償却費を

工場作業原価から除外していた。同じような理由で減価償却「費が工場元帳に記入されなかった

ので， 製造原価報告に盛られるテータに影響しなかったJ(H. Thomas Johnson， .. Man-

ufacturing Accounting in a New England T田 tileMil1. 1856-1910:' Research Rゆdrt
7101， Department of Economics， The University of Westem Ontario， Februaτy 1971， p. 
22n; H. Thomas Johnson，“Early Cost Accounting for Internal Man.agement Control 

Lyman Mills in 1850's，" Business Histo巾 R町四叫 Vol.46， No. 4， Winter 1971， p 
470n.)先剖を，われわれは19世紀桂半期目ライィ γ紡績会社にみいだすことができる。

17) H. Thomas Johnson，‘ Man昭ぽnentAccounting in an Early Integrated lndustrial: E 
1. du Pont de Nemours Powder Company， 1903-1912，" Bt叫 nessHistory 1<eview， Vol. 
49， No. 2， Summer 1日75，pp. 191-192 
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で各生産工程の単位当り労務費と原料消費について綿密な吟味がなされた。た

とえば高性能爆薬[製造J部監督者会議の議事録には，工場作業[原価J

報告白入念な分析が反吠されている。」国

ところで I経営委員会もまた月次工場作業〔原価〕報告を受取ったけれど

も，経営委員会は 〈この委員会のメ Yハーのみが利用てきた〕もう 1そろ

いの〔月次〕報告に主として注意を集中した。 cそζには〕製造別ー工場周jに
製品の全部原価 (the6.nancial co目的，純利益と投資利益率が示されていた。こ

の情報はトヅプ・マネジメントが〔会社〕全体の純利益と投資利益率の極大化

という本来的責任を送行するのを援けた。」凹

「さらに，経営委員会は， 毎尽，製品別に売上高， 運送費， 販売費， 工場

〔製造〕原価，営業利益，管理費と純利益の総額と単位当り価額を示した営業

利益報告白eporton operative income from田l田〕を受取った。これらのデ タ

はまた工場別にも，企業全体としても集計された。この報告に盛られた工場原

価〔製造原価〉数値は， cトップ〕マギジメ Y トが各製品の〔製造〕原価と各
工場の製造原価を〔企業〕全体の純利益とかかわらせて分析する ζ とを可能に

した。さらに，工場原価は，その構成要素〈原料費，労務費，工場修繕費，動

力費，消耗品費，減価償却費，事故保険〔ヲ|当〕費〉を工場別と当社の16製品

別に総額と産出単位当りで示した月次報告において，きわめて詳細に分析され

た。」別) Iこれらのテータはトップ・マネジメントが C工場現業にいちいちかか

18) lbid.， p. 192 
19) lbid.， p. 192 

20) lbid.， pp. 192-193 

1911年の機構日改革後にコントロ ラ 兼会計委員会議長となったダナムが当社の「減価償却
[引当金〕勘定は多〈の誤解をひきおこした根源である」と指摘しているように，当社の「減価
償却[ヨl当金〕勘定ほ〔建物や〕機械設備。損耗 (thewear and tear)をカλーするζとを目
的としていない。こ田勘定位正し〈は『陳廃化保険Jl(Obsolescence Insurance) (百|当金〕と呼
びうるもむであるJ(Dunhmn， ut. cit.， p. 17.)と説明されていた。そして，この陣庸化減価償
却引当金には，毎月「設備白場合， [取得原価のJ0.5%，備品の場合， ユ 25~もJ (John田n，0.ρ 
αt.， p. 193n.)が計上されていた。

もちろん，陳腐化とは別に「通常0損耗に備えるもう 1つD減価喰却〔引当金]を計上してお
くべきではないかという論議の余地は常にある。しかし， [当社では，通常D損耗はその大部分
が支出時四費用として処理された大陸繕とつぎにのべる工場事故引当金目取崩し使用によって補
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ずりあわないでも〕会社〔全体の〉利益と投資利益率におよぼす効果を十分に

知って，工場の現業について決定を下すことを可能にした。J21)

いや， そればかりではないc デュポY火薬会社の rw上場原価』数値は
『自製か購入か』の決定を〔トヅプ]マネジメ y トにゆるさなかった」副どこ

ろか，逆にその点について十分な配慮がなされていた。すでにのべたように，

デュポγ 火薬会社の士場はそれぞれ最終製品としての爆薬の製造に使われる

(酸やニトログリセリソのような〕多〈の中間製品をつくっていたので r中間製

品をつ〈る代りに外部の企業からそれを購入するこ主によって[投下〕資金を

節約できるかどうかが重要な問題であった。内ところで，当社では. r租税.

減価償却. [工場〕監督〔費〕のような共通費 (generalcharges)は完成火薬の

原価にたいしてだけ配分され」汽 「中間製品には配賦されてなかった。(これ

らの原価データは工場内部の作業の相対的能率を分析するには十分であったけ

れども〕この会計政策は自製中間製品の原価の過小表示をもたらした。[そこ

で，ダナム〕 は工場の〔製造〕間接費と管理間接費の最終製品のみへの配賦

は 自製か購入かの決定をさまたげたと主張したが，彼の批判は パーク

λデールによって反対された。l回では，その場合に，バーグスデーんが中間製

品へ「租税，減価償却. [工場]監督費を配分することははなはだのぞましく

なし、」劃という反対意思を表明した真のねらい叩はどこにあったのであろうか。

填されていたので〕このことは必要とは考えられなかった。J(D四 ham，op. cit.， p. 18:)事実，
陳腐化減価償却引当金が比較的多〈計上されていたため，除去された設備の末償却残高を除去年
度に除去損として一挙に「償却することはまれであった。J(Johnson， op. ot.， p. 193n.) 
なお. r火災や爆発でこわれた設備申原価をカバーしたエ場事故引当金 (theworks a巴cident
reserve)には， 製造された爆薬単位ごとに火薬1樽当り 2セント， ダイナマイト 1ポンド当り

1セγ トが計とされたoJ(Johnsぼ1，OP.αt.，p. 193孔〕
21) Johns叫ゆ'.cit.， * p. 447 
22) John田 n，o.βαt.， p. 195 

23) Johns由主，op.α九 p.195 

24) Dunham.， 0.ρ. cit.， p. 10. 

25) Johnson， opαι， p. 195. 
26) Dunham， op. cit.， DisCl1ssion. p. 1 

見すると. rこ白問題についてのバーグスデールり見解は，別の機会に，部門聞の娠替えは
原価よりも市場価格を基準とす司きであるという彼の主張に反するように思われるJ(Joh師団，
Oかα人 p.195n.)が，実はそうではないのでああ。
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筆者の考えでは r間接費がダイナマイト〔のような最終製品〕にのみ賦課

され， 酸や包装用木箱など〔のような中間製品〕には賦課されなかったJ2S)と

いう「問題が多くの機会に論議されてきたj甜にもかかわらず， rハークスデー

ノレが担当した〔高性能爆薬製造〕部が〔かかる会計政策を〕変更しようとしな

かった」町背景には， 自製か購入かの決定をするトップ「マネジャ は ・外

部日対古者〕のオファーを受入れC-c， 自製をやめ〕たならば排除されうる

〔直接費とそうしても回避しえない間接〕固定費を考慮〔し， 後者を外部供

給業者の申しでた価格と比較する白製中間製品の原価から除外〕すべきであ

るJ31l という会計思考がかくされていたと恩われる問。

とはいえ， デゐボ γ火薬会社の製造会計γ ステムにも弱点は存在した。 な

ぜなら r製造原価についての完全な財務情報が経営委員会へのみ報告され

た」町からであるの 「したがって， トヅフ0 ・マネジメントは工場監督者へ委譲

さるべき多くの現業〔統制のための〕決定に悩まされた。さらに，工場監督者

は工場作業について完全な財務データを与えられなかったので，純利益をあげ

27) パークスデールは共通費の[中間製品への]配分に反対した」際に， r共通費ro[中間製品へ
の]配分が乙れらの費用の工場開比較を不可能または少なくとも困難にするだろうJCDunham， 
ot. cit.，口lSCUSSωn，p. 1.)止いう理由ゃあげていたけれども rこれらり[費用〕勘定の輯遺買
が各工場への配分項目を示している別表にあらわれている以上，共通費の〔中間製品への〕配

分は 〔それをしていない場合に]可能な比較をそこなわないであろうJCDunham，ゅ αt.，

Disc目白血， p. 2.)から， バークスデ ルが間接費を中間製品へ配賦しない会計政策を継続しょ

ヲとした真りねらいは彼のあげた理出とは別のとよ二ろにあったはずである。

28) AHred Chandler， Jr. and Stephen Salsbury， Pieiγ-e S. Du Font即 dthe Making of 
the Mo改 m 白ゆ町叫Z四， 1971， p. 153 

29) Dunham， o.ραt.， p. 10 
30) Chandler and Salsbury， op. cit.， p. 153 
31) Gerin~in Roer. TJirer:t口1Stand Contribution Account間 :g，An Integrated Mal1agemeJU 

Accounting System， 1974， p. 128 
なぜなら， r外省官供抽者からのオファ を受入れ〔て，自製をやめ]たならば排除される〔中
間製品。直接〕費総額JCIbid.， p. 128.)が外部供給者の申しでた価格より低〈ないかぎり，外
部からの購入によって既存の中間製F己主産能力を遊休化するよりも，そ紅を継続開用した方が短
期的には得策であるからであるー
32) この解釈は， r当社内部のある[組織]単位が血の〔組構〕単位から購入した時に，パークス
デールが原価よりもむしろその時の市価を基準にした代価を購入した〔組織〕単位が支払うこと
を肝んだJCChandter and Salsbury，οραt.， p. 152.)事実とも符合するであろう。
33) Johl1son， op. cit.， p. 195 
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うる多〈の決定をする ζ とができなかった。工場監督者が〔月次〕工場作業

[原価〕報告からえたデータは，原料と労働〔カ]の消費のみを節約するよう

彼等を励ましたが，彼等が工場仁における生産]工程を一部変更したり，また

は自製〔中間〕製品を購入〔中間]製品に代替する占うな万策でもって，製造

原価を引下げることを必ずしも示唆しなかった。 もちろん，経蛍委員会の

メ://~ーとして当社のあらゆる会計デ タに近づ〈権利をもっていた製造部門

担当の副社長は，工場監督者へ完全な財務データを与えることができたと考え

られるかもしれない。しかしながら，副社長は技師や化学技術者として訓練さ

れたので，工場の業績者技術的能率基準に上って評価する傾向をもっていた。

だから，工場監督者も同様に行動するよう奨められた。[トップ〕より低いレ

ベノレのマネジメ y トヘ現業 C統制のために〕決定する〔権限と〕責任を委設す

る問題が根本的に解決されたのは，第1次大戦後であった。」叫

V-2 販売会計システムと統制

「製造〔活動〕の場合と同じように，マーケティング〔活動〕もまた当火薬

会社の集中的会計システムによって解決すべき多くの困難な管理問題をかかえ

ていた。販売部における主要な管理業務は，得意先からの注文と工場の生産ス

ケジ z ーノレとの調整，市場動向に関する情報取得，価格設定，得意先勘定の統

制，販売部員の業績評価を含んでいた。」却そして，販売部の責任は当社の製品

と得意先の多様性以外に，さらに当社の市場の広範な地理的分散によって複雑

化していた。事実，販売部は全米に散らばった大きな営業所網 (largenetwork 

of branch sales 0伍ce)を管理していた。L-かも， これら営業所には置傭セーノレ

ス-:t:/ (salaried sale.smen)が配属されていたばかりでな<， ほとんどの営業所

は(すべてD工場と同じよ弓に〕最終製品の在庫をかかえていた。

「この複雑なマーケティング活動を監視するために採用きれた販売会計シス

34) Johnson， o.ραι， pp. 195-196 
35) John皿，n，ot. cit.， p. 196 
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テムは恐らく当火薬会社の管理会計、ンステムのなかでもっとも先全に発展した

笥l分であった。」劃

「多く白定期報告が当火薬会社の販売活動を〔総合〕管理統制するのを援け

たけれども，販売会計記録そのものも(管理者を介入させない〉統制と調整の

ための機構となった。J37)その場合，販売会計の第1次記録は現場でおこきれた。

すなわち，販売指図書と納品書は営業所で，出荷指図書は工場でおこされた。

これら第1次記録は毎日本社会計部元帳課へ送られ，そこで元帳の最終製品勘

定，売上勘定，得意先勘定へ記入された謝。

「これらの会計記録から本社会計部によ勺て作成されたもっとも重要な報告

は，各営業所ごとに販売したあらゆる製品の数量と金額について報告した販売

日報 (theda均にsalessheeのであった。 これらの販売日報は販売部担当の副社

長と各営業所長に市場動向に関するタイムリーな(通常 4，5日を超えること

のないタイム・ラッグで〕情報を流し，毎日の納品書から集計されたデータを

提供した。」制その場合に，納品書に含まれている情報は，販売日報にあらわさ

れる前に， ~パンチ・カード』にパンチされ， (1900年代初頭に国勢調査局ではじ

めて使用された)40) カード分類機を用いて分類された。 dこの「分類・作表機と結

ひついた『パンチ・カード~ '" ステムJ41)は，融通性に畳んでいたので，販売

日報だけではなく，さらに地域別・製品別・得怠先別の販売数量己平均単価に

関する月次要約表， 製品別の(総売上高から運賃，その他。配送費を控除した)純

売上高，販売費(とマガジ γ費〕を営業所闘で比較した販売費一覧表 (salescost 

shcct)， さらに毎月給勘定元帳と調整した手持最終製品一覧表を作成すること

36) Johnson， ot. cit.， p. 196 
37) Johnson， opαt.. p. 197 

38) 当社は[売掛金にたいする〕支払をウィルミ γ トγの本社〔白信用二回臥課]へ直送するよ
う得意先に通告して，手持現金の集中管理を継続したu 集中管理はまた本社田監査課員に定期的
に在庫調査をさせることによって，営業所と工場の棚卸資産についても，継続的に実施きれた，J
(]ohn田丸暗 cit.，11. 197.) 

39) John皿 n，ot. C.ι， p. 197. 
40) Dunham， o.ρ at.， p ユ9
41) Duuham， o.ραt.， p. 5 
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を本社会計部にゆるした。 Iζれらいっさいの報告は販売部担当の副社長とス

タップに当火薬会社のマーケナインF活動全体の統制と調整に不可欠の包括的

な情報をもたらした。

〔デュポY火薬会社の〕販売会計、ンステムは， cζれまで考察してきたよう
に〕集権的統制に貢献したばかわではなく，さらIC，製造会計vステムとは遣

って，意思決定の可能なかぎりの分権化にも貢献した。J42l事実，販売部におけ

る日常的現業統制のための決定のほとんどすべτが分権化されていた。その場

合，分権化は I価格決定手続と〔営業所長ならびに〕セーノレスマ yにたいす

る刺激的報酬制度」岨を通じて， トップ・ 7 ネジメントより低レ階層の利益イ

Yセンティプと不可分の関係におかれていたことに注意しなくてはならない。

なぜなら価格決定手続と 刺激的報酬制度は，分権化と低い〔管理〕階

層の利益インセンティブの双方を増大させた販売会計システムの特徴になって

いたJ44)からである。

「価格決定は1902年以前に火薬工業協会〔と呼ばれた火薬トラスト〕に参加

していた企業の聞ではトップ マネジメントの主要な業務であったけれども，

当火薬会社における製品.の価格決定はほとんどトップ・マネジメ γ トの注意を

要しないノレーティン・ワークであった。」国「しかしながら，販売部は 会計

政策よりも価格決定政策の方をはるかに重視した。J46)事実，販売幹部会 (Sales

Bυ町 d)は， 通常月に 1回，各製品系列の最低価格〈皿山田umprices)が目標投

資利益率をうるのに十分な高きに設定されているかどうかを検討した。

その場合に， 目標投資利益率の達成を保証する「価格決定を容易にするたゆ

l乙本社会計部は各製品種類別に〈ダイナマイトの場合には15%，黒色火薬の

場合には10%という〉一定の投資利格率を稼得するのに必要な 1得当りまたは

42) Johns叫 opαt.，即 197-198

43) J ohnson， opαt.， p. 198 
44) Johnson， 0，ραt.， p. 198 

45) Johu叩 ll，upι.it.， p. 198白

46) Chandler aロdSalsbury， opαt.， p. 155 
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1ポンド当りの利益の月次見積り書 (monthlyestimates)を作成した。〔その手

続をわかり易〈説明すると， まず〕本社会計部は，建設会計記録からえられる

製品系列別の設備投資データを用いて，販売幹部会が利益目標として指示した
キャパシティ

(たとえば，黒色火薬生産能力への投資の10%C相当額〕として〕投資の一定

割合〔に相当する期待利益〕を算定し，これらの期待利益を工場の正常生産量

と生産能力 (thenormal output and the capa口tyoutput)で割った。こうして，

望まLき〔投資]利益率を稼得するのに必要な単位当り利益がえられると，単

位当り製造原価にそれが加算された。その結果えられる合計額は製品の必要最

低価格を示した。JI7l

もちろん，最低価格の設定にさいしては，ある程度まで競争企業にたいして

特殊な考慮がはらわれた。しかし I当火薬会社のじトヅプ〕経営者は， c爆
薬〕産業における当社の規模と技術が常に当社をして競争者よりも低コストで

の生産を可能ならしめるに違いないと確信して，現存する競争の排除に関心を

いだかなかった。反対に，彼等はより小規模な，高コストの競争者の生産能力

を景気後退期に 疑いもな〈生ずるであろう過剰生産能力からデュポ γの諸

工場を保護する緩衝装置と看倣していた。」岨このような l現存する競争の有用

性認識は，価格を競争企業よりも幾分か低目に保つ当火薬会社の〔トップ〕経

営者の決迂に部分的に影響したJ49lが， 競争企業の価格に関する情報は定期的

にセーノレλ "7:/によって収集され，営業所長と本社へ回送された。

ところで，販売幹部会で「最低価格が設定されると，それは得意先に課す価

格の設定に最終責任を負っていた営業所長ヘ通達されたu 営業所長は最低価格

を超える価格で販売することはゆるされたが，それを下向品価格で販売するよ

とはゆるされなかった。 cその場合，火薬】産業に新規企業が参入して〈る危
47) Joh盟国"噌 cit_，p. ]98 

48) Johnson，。ραt.，p. 198. 
事実， ，デュドγ 〔火薬〕会社にとって理想企甘な状態は工場を常に相対的にウノレ キ vパジテ
イで操業し， (競争相手の〕他のより小さい〔企業〕単位に需要の短期的変動を調整させることで
あった。JCChandler四 dSalsbury，噌 αt.，t. 156.) 

49) John田n，唖 dt.，IJp. 198-199 
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険を回避しながら，できるだけ高い価格を設定するのが営業所長の戦略であっ

t":oJ印J

「販売会計システムが個々の得意先にたいする価格を設定する〔権|浪と〕責

任を営業所長へ委譲することによって現業に関して決定をする責務からトップ

・マネジメントを完全に解放したのとちょうど同じように，販売会計システム

はノレ ティ Y化きれた財務会計テ タを利用した刺激制度(incentivescheme) 

を考案することによってセーノレスマンの業績を統制・評価する管理業務を軽減

した。J51)セールスマンには販売手数料よりもむしろ給料が支払われたけれども，

管理者の介入をできるだけ少な〈しながら， セーノレス ホースにたいする統

制を強化する手段として， 刺激的報酬がセーノレスマγの給料に組込まれた。

「そこで，本社販売部はあらゆる営業所で販売される製品ごとに『正常J数量

(“normal" .volume)と(最低価格ではない)~基準」価格(“ ba時" price)を算

定した。蛍業所長は彼に配属されたセーノレ兄マ Yに営業所の『正常』数量を

割当てた。もしセ ノレスマンの実際月間売上高が(基準価格に正常数量を乗じ

た) r基準売上高~ (“岡田 salesづに等しかったならば， セーノレ?，マYは彼の

基本給の 100%を受取った。彼の給料は実際売上高が基準売上高を超過1るの

に比例して変動した。(しかしながら，実際売上高が基準売上高に達しない場

合でも， 最低の給料は保証されたらしい。〕この措置はセ ノレスマγが販売価

格と数量の双方を重視することを奨励した。事実，この措置は当社の価格政策

50) Johnson， o.ρcit.， p. 19ゆ
その反面巴 「製品価格があまりにも高すぎないかどうかを判断するために投資利益事データ
を当社が剥用したことは注目に値いす&たとえば， 1906年後期に，当火薬会社の経理部次長は
へンシルベニア州の無煙炭地域で当社により製造・販売された黒色火薬が投資にたいして22%由
利益をあげているのに，それ以外のところで製造・1巨費された同種の火薬が約2%白刑益しかあ
げていないことに気づいた. [その当時〕どの工場もフル田キャパツティで操業していたから，
財璃部放長は黒恒火事の価格者'無煙炭地域以外のすべての拙区では約5%引上げ，これにたいし
無煙炭地域では約B%引下げるべきであると主張Lた.J(John由民 op.cit.， p. 199n.) なぜな
ら， もしそのままにしていたら，動煙炭地域ιV十のすべての地区では，低い投資利益率しか輯得
しえない白で，新投資がさまたげられるのに，無煙炭地域では，高い投資利益事があげうるので，
新規企業の参入をまね〈からである。
51) John田n，op. cit.， p. 199 
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によって課された制約の範囲内でセールス.~/が当社(と彼等自身〉の収益総

額を極大fじすることを奨励した。また，この刺激的措置は〔管理者の〕わずか

な介入でセールスマンの努力を方向づけることを販売部にゆるした。」町たとえ

ば，本社販売部は単に特定製品の基準価格を引下げることによって，当該製品

幸子他の製品よりもより熱心に売込れようセーノレス.'"'<yにじかに刺激者与えた。

さらにこれ以外に，販売会計システムはトップ・ 7 不ジメントの管理責任を

軽減する手段として営業所長の業績(特に営業所白販売費〉を分権的に統制する

ζ とを可能ならしめる基準を用意していた。すなわち I販売部は営業所ごと

に総売上高にたいする販売費の『正常』率を見積った。 ー総売上高にたいす

る実際販売費率が正常率よりも低かった時には， 節減額の772%が営業所長の

給料へ付加された。営業所長は彼の自由裁量により彼の部下へ分配するために，

さらに節約額の5%が与えられた。 経営委員会は営業所別に総売上高と販売費

を比較した月次販売費一覧表(皿onthly田 les曲目 sheet)を受取った。」日〉

以上のようにして，デュポン「火薬会社の販売会計システムは販売部の業績

が組織の窮極目標である純利益の増大に有効に貢献することを保証するのに役

立った。J5~)

V-3 購買会計システムと統制

デ=ポ γ火薬会社の集中的会計Vステムは， トップ・マネジメ Y トがマーケ

ティング活動ばかりではなしさらに純利益というタームでは容易k測定しえ

たい購買活動を統制・評面するのを援けた。当火薬会社の創設者達は. ~し原

料購入が個々の工場でばらばらにおこなわれるよりも 1つの部門でまとめて

遂行されたならば，多額の節約がなしうることを知って. I購買部の活動をも

っぱら本社に置いた。[したがって，当社の〕購買会計シ凡テムは，製造部や

販売部で用いられた会計システムとはたいそう違って，ライン活動の業績を調

52) Jolu胞団.oPαt.，pp. 199-200 
53) ]ohnson. op. cit.， p. 200. 

54) Johnson，吋抗日I九 p.200.
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整・討A価するためではなく，原料〔購入〕支出を統制し，代替的供給源を評価

し，購買を生産と調整するために編成された。」問

事実， プュポン火薬会社の「購買会計 γλ テムは， 本社会計部で採用され

た〔買掛金〔補助〕元帳の役割を代行する〕周知の買掛金支払票記入帳制度

(accounts payable voucher (register) syatem)に頼って， あらゆる原料購入のた

めの発注，受入れ，支払いに犬こいする統制を集中化した。」町

55) Johnson，ゆ cit.，p. 201 

56) Johnson. o.少 α't.，p. 201 

「アメリカにおける大規模企業の財務管理法は頭初1850年代と1酎併手代に鉄道[会社〕で考案

された。(そり後〕同町年代と1880年代にアY ドリュ カ ネギやその他の人達によって鉄

道[会社]から鉄鋼業へ取入れられたー〔そしてJ1880年代と1890年代に〔中規模の〕量産を処理す

る特珠伝方法が金属加工業におい℃はじめられ，フレデリツク.W・テーヲー甲『科宇伯管官法』
というプランドをもった技怖となった.ピエール[デュポン]と彼の従兄ヨールマンや彼等の仲

間はカ ネギーとテーラーの方法をデュボγ[火薬〕会社へ持込み，それらを爆薬産業の特殊な

要求にかなうよう悼正したJCChandler and SalsbuIY，噌 cit.，p. xxi.)といわれているが，

[19世紀中葉に鉄道[会社]の会計管理者によってはじめて採用された〔買掛金]支払票記入帳」

Ooh田 on，opαt.，p. 201.)が，デュポン火薬会社四本社会計部買掛金課に取入れられ，買掛金

「残高の統制を便利にし， [原料]購入[支出]が適当な会計期間の適当な勘定へ賦課される申

を保証するJ(John田 n，op. cit.， p. 201.)にいたる過程も，桔ぼ同じような週間を踏んでいる.

「長い間鉄道[全自立によって採用されついで， [18Bl年に体系的管理の創設に乗りだし
たJ(Ralph W. Hidy and Muriel E. Hidy. Pioneering η Big Bl肘iness1882-1911， 
1955， p. 40.)Jスタγダード石油会社白〔購買〕会計にも取入れられたが，製造企業では一般に

使用きれなかったJ CJames Howard Bridge， The Inside His加 η qfthe ca門"，，，，e品eel
白叩ρ四少，A Romance of lMillions， 1903， pp. 84-85.)買掛金支払「票〔記入帳〕制度を[1876
年にカ ネギーによって設立された]エ Fガー・トムソン[製鋼〕会社〔の総支配人ウィリア

ム .p ・シン〕は〔製造企業正して]はじめてピッツパーグで採用L た ~J CIhid.. p. 85.) 

その場合，ェドガー・トムソン製鋼会社白社長カーネギーはかつてベシジルベニア鉄道に「ピ

ッツバ グ管区主任としてJ (Joseph Fraz:ier Wall， Andrew Ca門 tegie，1970， p. 191.)勤ゆ

た経験をもっており，また，エドガ ・トムソン製鋼会社の「総主配人としてJCIbid.， p. 357.) 

「彊月カ ネギの検討用に[原価価幅一覧表を〕提出したJ(Ibid.， p. 355.) rシンはしばら
〈白闇アルゲニー バレー鉄道会社における[副陛長としτの]地位を保っていたJ CIbid.， p 
325.)ことからもわかるように，鉄道会計0鉄鋼業への噂入はきわめてスムーλにおζなわれた。

これにたいし，買掛金支払「票記入帳 (voucherrecord book) J CHorace Lucian Amold， 

The Factory Manager and Accountant.品':)ffIe Examples of the Latest A閉町"lcan
Practice. 19m， p. 2町〉制度が金属加工業に普及しつつあった18明年代に「経営技術¢伝達者

としてJ(Hom町 J.Hagedorn，“The Management Consultant as TransπIitter of Busin国 S
Te氾hniques，".E斗:plora潟'onsin Entretn:mcurial His白ry.Vo1. 7， No. 3， Pebruary 1955， 
p. 164.)鉄道会計の製造業への普及業務にたずさわったテーヲーは， 1898年8月にベスレへム

製鋼会社 er伎の f奨めた会計]システムり一部であった買掛金支払票〔記入帳〕制度 Cthe
voucher method of settling accounts payable)田実施JCF，.皿kBarkley Copley， Fredenc忌
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そのため r本社会計部買掛金課は〔支払〕票記入帳に〔購買部が外部の供

給者にだした〕各注文を記入し，支払小切手を発行し，月次原料〔購入〕支出

要約表(ロlOnthlysumm担 yof all expenses for rnater凶s)を作成した。 乙の要約

表は〔支払〕栗記入帳から誘導〔して作成〕され，元帳への転記と原価一覧表

(cost statements)の作成の基礎となった。」閉それに先立つて， 監査課員は毎

月〔支払]票への記入と支払を検査した。

購入取引にたいする統制が集中化されるや，購買部は原料の購入価格をでき

るだけ切下げる ζ とに努力を集中した。 1908年〈当社が原料供給源の所有へと後方

統合をはじめた時〉までは，当社は生産に必要な原料の大部分を外部の供給者か

ら購入していたため.彼等が請求する代価は界易に市場価格と比較する乙とが

で雪た。 rしたがって， 内部会計情報はほとんど必要ではなかった。 事実，

内部会計情報が要求された珍らしい機会の1つは，アメリカのコミッショ y.

マーチャ Y トを通じて硝酸カリを慣行的に購入してし、た当火薬会社が硝酸カリ

を買付けるためにチリに駐在員事務所 (ownagent)を設けた1905年以後に生じ

た。」問しかしながら，この買付け業務が要求した内部会計情報はごくわずかな

ものであった。硝酸カリの代価にチリ事務所費，船賃，運転資本コストが加算

された原価について規則的な記録がおこなわれ，硝酸カりのト γ当り原価が外

部の供給者 (ou白ideagents)によって請求された価格と定期的に比較されたに鳴

すぎなかった。

ところが， r1908年から，購買部はそれまでよりもより複雑な管理情報が必

要となった。乙の新し1ぃ要請の決定的理由は1907年に生じた全国的規模での景

気後退であった。」叫こD景気後退期に価格が低落したので，購買部は主要原料

高ペ Faylor，Father of Scientポ:c11fanag，目前nt，1923， Vol. 2， p. 111.)を試みj トラプルを
おこしている。
ここに，かっ℃鉄道会社り副社長とし C経験した会計シメテム乞ヱドガー トムソン製鋼会社
へその総浸配人として直接導入することに成功したツンと鉄道会計士を通じて間接的に学習した
にすぎない会計システムをベスレへム製鋼会社へ移植することに「失敗した(経営〕コ γサルタ
ントJ(Hagedorn， o.ρ. cit.， p. 170n.)テーラ との大きな違いがみられるのである。
57) Johnson.。ρ cit.，p. 201 
58) Johnson，呼>.cit.， p. 202 
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をやたらと買入れ，ば〈大な量にのぼる在庫をかかえこんだが，それらにたい

する支払が爆薬にたいする注文がへり，運転資本がとぼしくなった時期に集中

したため，運転資本の危険に直面した。

購買活動を販売動向と調整できなかったために生じた危機をなんとか切抜け

た後，デ品ポン火薬会社のト νプ「マネジメントは購買政策を修正し，毎月の

販売見通しによってその総額が変更された指定在庫水準 (thep日間ibed stock 

Jevel)に達するまでできるだけ低い価格て購入する ζ とを購買部にゆるした。

ζの新購買政策によっlて課きれた最大在庫水準 (thernax:imum stock levels) 

は，運転資本の危機というりスクをへらしたけれども，ヨド常事態に遭遇した時

に〔原料〕供給不足になる可能性をもたらしたυ そこで，外部の供給者への依

存を減らすために，当社は，あらゆる基礎原料の供給【源〕の完全な所有者達

成しはしなかったけれども，争〈の原料供給源の所有権を取得しはじめた」町

が，それに先立って I垂直的統合案を評価するために当火薬会社によって用

いられた基準は投資利益率であった。基本的には，外部の〔原料]供給源にた

いする投資は，少なくとも年率15%という当社でもっとも有利な生産活動をし

ていたダイナマイト製造〔事業〕で普通に稼得される〔投資〕利益率があげら

れそうだと判断された場合にのみ，認可された。ll)つまり，当社の後方統合政

策の「最低目標は〔投資〕利益率15%であった」叫わけである。

そして，その場合に I購買部は〔後方〕統合される C原料〕供給事業にお

ける投資利益率を見積るために2つの手続を用いた。第1の手続は(たとえば，

ダイナマイト包装用木箱や雷管のような)消耗品を自製する提案をした場合に

みられた。 cこの手続では，まず〕白製過程からえられる見積り『利益』が，
その時の市場価格から見積り製造単価を差引いて，算定された。つぎに，この

見積り「利益~ cの総計〕を必要な生産設備を建設または買収するのにいるで

59) Johnson， 0.ραt.， p. 202 
60) Johnson. opαt.. p. 202 

61) Jonhsoo，ゆ aι，p. 203. 

62) ChandJer und Salsbury， ot. cit.， p. 244 
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あろう見積り純投資額で割った。第2の手続は，当社が基礎原料の供給源を所

有はLないが，それを支配する提案をした場合に採用された。乙の手続による

と. c外部の〕供給者を通じて購入するよりもむしろ直接買付けた場合に生ず
る節減額を最初に見積らねばならなかった。 cそこで〕この節減額を算定する
ために，直接買付けの見積り単位が外部の供給者によって請求される市場価格

から差引かれた。つぎに購買部はこの節減額[の総計】を直接買付けの場合

に要する追加的在庫投資額で割って，見積り投資利益率を求めた。これら 2つ

の手続は，当火薬会社の生産計画が市場価格におよぼす影響を考慮に入れてい

なかったという理由で， 批判されたけれども， 当社は投資利益率を求めるた

めに事実上市場価格を低目に見積っていたらしいので，全体としては，これら

(2つの〕手続は当火薬会社の〔経営〕資源の〔合理的〕配分のための有用な

指針を提供した」聞といえるであろう。

VI 重層的管理会計システムによる統合の便益の享受と統合費用の軽減

集権的に管理されるい〈つかの職能別部門からなる垂直的統合企業の場合に

は，統合から享受できると期待される〔たとえば，市場支配力の形成のような〕便

益が統合を推進し亡しぺ主要な要因であるが，他方 I内部活動を統合・調整

し亡いく費用 (thecost ui illteg日 ti唱 andcoordinating intcrnal activiti田〉が統合

組織の規模を制限する主要な要因である。」伺いま，統合の便益を考慮外におい

て3 企業規棋が拡大するにつれて増加する「内部統合費用Cinternalintegratin民

cost)を市場取引費用 (markettransaction c由。と比較したならば，企業の内部

取引を統合していく限界費用が市場を通じて同じ取引を仲介していく限界費用

を超える〔直前】まで企業は拡大しうることがわかるであろう。」耐つまり，垂

直的統合企業の規模拡大「は増分単位を共通の統制下におく管理費がこの目的

のために市場を利用する費用とちょうど相等しくなるまで継続する」剛わけで

63) Johnson， opαt.， p. 203 
64) John田n，0.ρcit.， p. 204 
65) JOhnSOD. op. cit.， p.田4
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ある。

したがって，垂直的統合企莱が当面した危機を克服して成長していく「持続

)Jは，その大部分を〔統合の便益をできるだけ享受する以外に，さらに内部活

動の統合費用または1統制損失 (control10同の程度主制限することを当該会

社にゆるした組織草新に帰す」間ことができょう。そして，その場合に Iも

っとも重要な組織革新の 1つであるJ重層的に編成された「管理会計三ノステ A

は. (統合の便益を享受する機会を多くすると同時に〕内部を統合していく費

用を低めることによって. c垂直的統合〕企業の潜在的規模を拡大する」聞の
に貢献した。

本稿で考察してきた「デュポγ火薬会社によって開拓された〔重層的】管理

会計、Jステムはーー〔垂直的統合企業における組織〕草新の特に重要な事例で

ある」聞と評価することができるであろう。

66) Oliver E. WilliaTIlson， Cortorate Control and Business Beha四 'or，Aπ b叩 uryznto 
the EfJも'ctsof 0増田zizationForrn OJl Ent，沼市n即 Behatな0η1970，p. 16 
67) Ibi.d.， p. vii 
68) J ohnson， o.ρcit.， p. 204目
69) Johnson， 0.ρ cit.， p. 204 


